
第 4章情報ネットワーク社会における
討議と民主主義

l はじめに

前章で確認したように、情報ネットワーク社会への社会学的視座

としてモダン・アプローチの批判的継承という立場を選択するとす

れば、理論的にも経験的にもまず最も重要な試金石となるのは、イ

ンターネット空間をめぐる意志形成における民主主義の実現、およ

びその基盤としての公共圏の形成の成否という問題であろう。

インターネット空間が、ポストモダン・アプローチの主張するよ

うに民主主義や公共圏に代表される近代的理念が無効化される空間

であるのか、それともモダン・アプローチが主張するように、イン

ターネット空間を媒介としてそれらの理念を実現に近づけることが

できるのか すなわちインターネット空間が、近代という「未完

のプロジェクト」を完成へと導く通路となりうるのかどうか と

いう問いは、学問や思想の文脈にとどまらず、今後の情報ネットワ

ーク社会全体をめぐる最もアクチュアルな問いとなっているといっ

てよい。しかしながらこの問いに対して、現在の時点で性急な結論

をくだすことはできない。むしろ、（第 1章や第 3章でも述べたように）

インターネット空間はその両方の可能性をアンビヴァレントに含ん

だ空間として立ち現れているとみるのがより正確であろう。

ただ、様々な意味でのグローバル化にともなう全休社会のマクロ

な変動の中で、これまで近代社会を支えてきた枠組や規範が至ると

ころで有効性を喪失しつつあるという点では、モダン・アプローチ

とポストモダン・アプローチの認識はほぽ一致しているように思わ
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れる。この変動をいまだ完全には実現されていない近代の理念を真

の実現へと近づけるチャンスとみるか、それとも近代の理念そのも

のの有効性の喪失の証とみるかという点に、二つのアプローチの基

本的な認識の違いがある。そしてインターネット空間は、どちらの

アプローチによっても、まさにそうしたマクロな変動を象徴するグ

ローバルな社会空間として位置づけられているのである。

近年、とくに 1990年代後半以降のインターネットの急速な発

達・普及にともなって発生しつつある多くの新たな社会的問題、す

なわち国境を越えてネットワークを流れる「有害」情報、不正アク

セスやコンピュータウィルス、個人情報の流出や著作権の侵害とい

った多様な問題群は、いずれも既存の社会規範（法・倫理・慣習）に

よっては十分に制御しえず、様々なレベルでの新たな規範の形成が

焦眉の課題とされている。

その根底にはいうまでもなく、大は国家から小は家族に至るまで、

既存の社会集団の境界がネットワークによって容易に越境可能なも

のとなることによって社会関係が組み替えられつつあり、またそれ

にともなって既存のローカルな慣習や規範が有効性を喪失しつつあ

るという状況が存在する。こうしたグローバル化、ボーダーレス化、

社会的枠組の流動化は今後ますます加速していくことが予想され

る。

マクロな政治システムのレベルでは、インターネット空間をめぐ

る多様な社会問題や逸脱行動に対処するための法制化は周知のよう

にすでに内外でおこなわれつつあり、またよりミクロでインフォー

マルなレベルでは、電子ネットワーク上のコミュニケーションのた

めの新たなルール・マナーづくりの議論が盛んにおこなわれてい

る！。しかしながらこれらの新たな規範形成、とりわけマクロレベ

ルでのそれが、今後のインターネット空間ないし情報ネットワーク

社会を全体として「民主化」する方向に進んでいくかどうかという
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点についてはきわめて不透明である。

こうした現状において、モダン・アプローチの批判的継承という

視座から情報ネットワーク社会を捉えていくとすれば、（ポストモダ

ン・アプローチからみれば）有効性を失いつつあるかにみえる民主主義

あるいは公共圏という近代的理念がそこでいったん根底から問いな

おされ、そして再構築されうる可能性という側面から、インターネ

ット空間を検討し評価していくことが重要な課題となろう。この課

題を追求することが、本章および次章の目的である。

まず本章ではこのような視点から、インターネット空間における

民主主義、いわゆる「電子民主主義」の可能性について、理論的お

よび経験的に考察することを目的とする。第 2節では既存の電子民

主主義論の理論的展開を、技術決定論批判、およびハーバーマス理

論を基礎とした電子民主主義論の再構築という方向に沿ってフォロ

ーし、その意義について考察する。第 3節ではその考察を踏まえ、

ハーバーマスの生活世界／システム図式を参照しながら、電子民主

主義概念をミクロ／マクロの二つのレベルに分析的に区分すること

の理論的意義を明らかにする。第 4節では、マクロな電子民主主義、

すなわち CMCネットワークを基盤とした市民の政治的意志形成へ

の参加の具体的試みについて、欧米での事例研究を参照しながら考

察する。最後に第 5節では以上の考察を踏まえ、ミクロ／マクロい

ずれのレベルにおいても電子民主主義の基盤として公共樹の形成が

lインターネット上のコミュニケーションのルール・マナーはしばしば「ネチ

ケット」 (Netiquette、NetworkとEtiquetteを組み合せた造語）と呼ばれる。

ネチケットに関するまとまったガイドライン的文書としては、 IETF（イン

ターネソト技術特別調究委員会）によってまとめられ、 RFCとしてインタ

ーネット上で提出された「ネチケット・ガイドライン」（ハンブリッジ 1996)

が代表的なものである。
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きわめて重要な意味をもつことを指摘し、次章への橋渡しとした

い。

2 電子民主主義論の理論的展開

技術決定論とその批判

「電子民主主義」とは、形式的には「電子メデイアを技術的基盤

として想定した、民主主義的な政治思想・政治理念ないし政治的実

践」と定義することができるだろう。この広い意味での電子民主主

義の概念は、民主主義概念そのものの多義性とも相まって、多様な

言説や実践の中できわめて多義的に用いられてきており、またそう

した多義性やあいまいさが電子民主主義をめぐる議論をしばしば混

乱・錯綜させる原因ともなってきた。そうした混乱や錯綜にとらわ

れないために、この第 2節では主として近年の欧米での理論的研究

の展開を参照しつつ、電子民主主義についての概念的整理をおこな

いたい。

電子民主主義の先述の定義における「電子メディア」を、広く電

子工学を応用したメデイアという意味に解釈するとすれば、欧米で

の電子民主主義の歴史は 1960年代にまでさかのぼることができる。

それはたとえば海賊ラジオ局のような急進的メディア利用の実践的

試みからはじまり、 1970年代から 80年代にかけては、電話会議や

双方向CATVのような当時の実験的メデイア技術を政治過程に応用

した場合に生じうる利点や潜在的な危険性について、多くの学問

的・政治的議論がおこなわれた (Tsagarousianou1998: 167)。

電子民主主義をめぐるこうした議論の流れにひとつの大きな転機

をもたらしたのは、 1980年代半ばにおける CMCネットワークの急

速な発達である。それはとりわけ、それまでのメディアに関しては

顧みられなかった論点として、 CMCネットワークが本質的にもっ
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集団的（双方向・多方向的）コミュニケーションという特性と、それ

が民主主義を活性化させる可能性に注意を向けさせた。

この可能性を最初に積極的に肯定した学問的言説としてしばしば

言及されるのが、スプロウル／キースラーによる組織論分野での

CMC研究 (Sproulland Kiester 1992 = 1993) である。スプロウル／キー

スラーは、 CMCネットワークを活用している企業では、社員が地

域や組織の壁を越えて自由に情報を共有しコミュニケーションをお

こなうことによって開放的で民主的な組織の意志決定が可能になっ

ているという経験的観察を踏まえ、次のように述べている。

民主主義体制内では、人々はだれもが平等な条件でコミュニ

ケーションに参加するべきだと信じられている。だれもが自由

に情報を交換できるべきだと信じられている。意志決定をする

者は、問題解決や革新にあたって、自分の意見を述べると同時

に多くの意見が提案されるように努めている。新しいコミュニ

ケーション技術は西欧的な民主主義のイメージに合致している

のである。 (Sproulland Kiesler 1992: 13 = 1993: 30) 

このスプロウル／キースラーの議論は、それ以後の電子民主主義

論のひとつの基本的な流れをつくりだすことになった。しかしなが

らこうした議論は、とりわけその楽観性や技術決定論的発想という

面から、多くの批判にさらされることにもなった。

そうした批判を代表するものとして、ここではジュゼッペ・マン

トヴァーニの（やはり組織論の文脈における）議論を取り上げる。マン

トヴァーニは、スプロウル／キースラーの流れをひ <CMC研究の

多くには、きわめて単純な電子民主主義観、すなわち「個々の行為

者に、より多くの情報が与えられれば、組織における民主主義実現

の可能性はより高くなる」という発想が共通してみられると述べる。
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またここでの「民主主義」は「行為者が意志決定に参加する可能性」

という単純な意味に理解されている。マントヴァーニによれば、こ

うした発想には次の三つの理由から疑問符をつけざるをえない

(Mantovani 1996: 94-5)。

①CMCが組織環境に導入されさえすれば「民主化」が可能にな

るという仮定は、技術決定論にとらわれている。②CMCが、それ

を利用する組織の具体的状況とは無関係に、あらゆる環境において

同様に機能すると考えられている。③この発想は、情報と知識につ

いての不適切な考え方、つまり情報の量が増大すれば意志決定にお

ける自由もまた増大するという考え方に基づいている。

マントヴァーニは「技術決定論」という言葉を①に限定して用い

ているが、②③の点も広義の技術決定論の問題点に含まれると解釈

すべきであろう。というのも、これら三つの問題点はいずれも、情

報技術という独立変数と「民主化」という従属変数との単純な因果

関係のみを視野にいれる発想からもたらされているからである。

三つの問題点の中でとりわけマントヴァーニが重要視するのは③

である。なぜなら、情報量の増大が意志決定の自由の増大をもたら

すという発想は、「単純な情報伝達という不適切なコミュニケーシ

ョン・モデルの採用」に基づいており、コミュニケーションが一定

の社会的文脈の中で社会的意味を付与されつつおこなわれる相互行

為であるという側面を無視しているからである。それゆえマントヴ

ァーニは次のように述べている。

われわれの視座からみれば、情報、知識、そしてコミュニケ

ーションは、いかなる場合もつねに、社会的に認識可能な意味

をもったものとして互いに結びついている。テクノロジーの使

い方に決定的な意味を与えるのは社会的文脈であり、テクノロ

ジー自体は民主主義にも権威主義にも方向づけられてはいない
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のである。 (Mantovani1996: 98) 

すなわち、電子民主主義の成否を現実に左右するのは、テクノロ

ジーそのものではなくテクノロジーに様々な意味を与える社会的文

脈であるという視点を、ここでマントヴァーニは明確に打ち出して

いる。この視点は、本書序論で提示した、情報・メディア技術と社

会・文化との相互作用の動的な過程の中から立ち上がるマクロな社

会像として「情報ネットワーク社会」を捉えていくというアプロー

チとも合致する。電子民主主義の可能性も、まさにこうしたアプロ

ーチの中でこそ追求されるべきであろう。

電子民主主義論の再構築—チャールズ・エスの試み

こうしたアプローチから、ハーバーマスの理論を基礎としつつ、

電子民主主義論を再構築しようと試みているのがチャールズ・エス

である。

ェスによれば、既存の電子民主主義論に存在するいくつかの理論

的欠陥のうち最大のものは、民主主義概念そのものに一貫した明確

な定義が存在しないという点にある。そこでエスは、主としてアメ

リカのメディア研究における民主主義像を整理したうえで、次のよ

うな三類型の「民主主義」概念をまず抽出する (Ess1996: 201-2)。

第一の類型は「国民投票型民主主義」である〔これは、日本でよく

用いられる表現でいえば「多数決主義」に該当しようJ。これは、 より多数

の人々がより直接的に政治的意志決定に参加する自由を与えること

を、民主主義の本質とする。現実の「民主主義」イメージとして最

も流布しているのもこのタイプである。しかしこの類型はつねに、

個人ないし少数派の権利をないがしろにする「多数派の専制」や衆

愚政治に陥る危険性をはらんでおり、それはたとえばナチズムの歴

史経験などが証明しているとおりである。
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第二の類型は「コミュニタリアン的民主主義」である。これは

個々人の私的な利害関心を第一義的なものとする国民投票型民主主

義と対照的に、コミュニティの「公益」 (thecommon good)への奉仕

を強調し、また公益を実現するために、討議を通じた意志形成の場

としての公共圏への参加を重視する。ただしこの類型にも、ひとつ

のコミュニティの価値や慣習を強調するあまり、他のコミュニティ

を排除する自文化中心主義に陥る危険性が存在する。

第三の類型は「多元的民主主義」である。これは、個別的な利害

関心を代表する集団間の言論の自由競争を強調することにより、国

民投票型民主主義にみられるような「多数派の専制」に陥る危険性

を同避する。しかしながら同時にこの類型は必然的に相対主義に陥

り、民主主義を単なる勝者と敗者を生み出す権カゲームに転化させ

てしまう危険性をはらんでいる。

しかし第二と第三の類型を結びつけた「コミュニタリアン的・多

元的民主主義」によって、両者の欠点を相互に補完することができ

るとエスは考える。コミュニタリアン的視点は、多元的民主主義が

示唆する没規範的な権カゲームに対して道徳的価値と公益を上位に

置く。一方、多元主義的視点は、コミュニタリアン的民主主義がは

らむ自文化中心主義の危険を、複数のコミュニティが政治的意志決

定プロセスに参加することを可能にすることによって回避するので

ある。

エスによれば、民主主義概念を以上の三つないし四つの類型に整

理することによってまず明らかになるのは、これまでの電子民主主

義をめぐる議論の混乱の多くは、実は民主主義概念そのものをめぐ

るマクロな政治的・文化的議論の反映に過ぎなかったという点であ

る。それに加えて、（先述のスプロウル／キースラーに代表されるような）

CMCネットワークの「平等な参加」原理が「民主化」をもたらす

という技術決定論的な議論が「国民投票型民主主義」を暗黙の前提
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としていたという点も明確になる。そこに欠けているのは、単なる

「参加」ではなく、討議を通じた意志形成というプロセスこそ民主

主義にとって本質的なものであるという視点である〔第 3章で紹介し

たマーク・ポスターの議論、すなわち CMCネットワークは「平等な参加」原理

によって「匝接制民主主義の理想」の実現を可能にするという議論も、同じく

「国民投票型民主主義」モデルを前提としたものといえよう〕。

以上のような考察を経てエスは、ハーバーマスの討議倫理学を理

論的基礎として援用しつつ、最も適切な電子民主主義のモデルは

「コミュニタリアン的・多元的民主主義」であると考える。

ハーバーマスのいう討議 (Diskurs) とは、通常のコミュニケーシ

ョンを規制している社会規範自体の妥当性を問題にする、特別なタ

イプのコミュニケーション〔いわばメタ・コミュニケーション〕であり、

ハーバーマスが近代の民主主義的政治文化の本質とみるコミュニケ

ーション的合理性が最も顕在化する場である。

討議においては通常のコミュニケーションの流れが中断され、コ

ミュニケーションの（暗黙の）前提となっていた認識や規範の妥当

性が議論の対象となる。討議には全当事者が平等に参加し、すべて

の発言の妥当性要求が批判の対象となり、「より優れた論拠」だけ

が承認されることによって、最終的な合意が形成される。そして、

最終的にすべての参加者が同意できる規範だけが妥当なものとして

承認される。この討議概念を基礎とする討議倫理（学） （Diskursethik) 

は、規範の「内容」ではなく近代社会において規範が成立するため

の「形式」、すなわち上述のような討議の手続きを理論的に明確化

することを課題とする理論である。それは規範の「内容」ではなく

「形式」にのみ普遍性を要求する点で、グローバル化した社会にお

けるコミュニティや文化の多元性と矛盾せず、むしろ多元性を保障

する理論として位置づけられる (Habermas1983 = 1991)。

CMCネットワークにおいてこの討議倫理に基づく「コミュニタ
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リアン的・多元的民主主義」が実現されている具体例としてエスは、

インターネットの多くのメーリングリストで形成されてきた規範を

あげ、次のように述べている。

インターネットのメーリングリストは、国民投票型民主主義

ではなく、討議倫理に基づいた多元的な民主的コミュニティの

代表例となっている。というのも、それらのメーリングリスト

は、互いの関心と欲求についての合意の上にのみ成り立ってい

るからである。普遍的アクセスを要求する国民投票主義からす

れば、誰もがすべてのメーリングリストでの議論に参加する権

利をもつことになる。しかしこんにち実際には、メーリングリ

ストはそこでの議論に参加しうるだけの背景知識をもたない者

や訓練を受けていない者には、ふつう成員資格を認めない。

……国民投票主義の要求とは逆に、討議をおこなうコミュニテ

ィにおいては、討議倫理に基づいてそうした自己定義と参加制

限がおこなわれる。なぜなら討議倫理はコミュニティの多様性

を正当なものとし、個々のコミュニティは関心と規範との共有

によって定義されるからである。……インターネットにはきわ

めて多様なメーリングリストが出現しており、そのいずれもが

多様な関心と話題との上に成立しているが、その大半はこの種

の制限を含む一般的形式を共有している。このような実践は民

主的コミュニティの広範な多元性についてのハーバーマスの構

想ー一成員が追求する討議という形式によって民主化されるコ

ミュニティの構想ーーと密接に合致する。それは国民投票的ビ

ジョンから婦結する、地球大の単一のコミュニティとは対照的

である。 (Ess1996: 218-9) 

エスがこのように提示する電子民主主義のモデルは、「議論に参
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加しうるだけの背景知識」をもつことを成員資格とし、かつ「互い

の関心と欲求についての合意の上にのみ」成り立つこと、すなわち

ヴォランタリー・アソシェーションとして成立することを強調して

いる。その意味でエスの議論は、「ハッカー文化」に代表される初

期インターネットのモデルの延長線上に電子民主主義のモデルを構

築しようとする議論として位置づけることもできよう。

エスの議論は民主主義の概念を明確に分節化した点で評価される

べきものであり、またその電子民主主義のモデルは、今後の情報ネ

ットワーク社会の規範形成の方向性について構想するうえで多くの

示唆を与えるものといえよう。

ただエスが提示する電子民主主義のモデルでは、メーリングリス

トを例としてあげることからも明らかなように、その妥当する範囲

はミクロな仮想空間の内部に限定されており、マクロな政治状況に

おける電子民主主義の具体例は示されていない。この点に、エスの

議論の射程の限界をみることができる。

3 電子民主主義におけるミクロとマクロ

—ハーバーマスの生活世界／システム図式を手がかりに一一

電子民主主義論に対する先述のようなエスの課題設定を継承し、

さらに理論的・経験的に展開していくためには、思想・理念ないし

実践のすべての面にわたって、電子民主主義（ないし民主主義一般）

における次の二つのレベルの差異を、分析枠組として設定すること

が有効であると思われる。

一つは「ミクロな電子民主主義」である。これは生活世界レベル、

すなわち個々人のあいだの言語的コミュニケーションの世界におけ

る民主的な意志形成の理念ないし実践であり、 CMCネットワーク

によって構築される仮想空間は、生活世界におけるコミュニケーシ
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ョンの環境ないし基盤として位置づけられる（このレベルでは、必然

的に意志形成自体が仮想空間の内部で自己言及的におこなわれるケースが多く

なる）。

もう一つは「マクロな電子民主主義」である。これは生活世界レ

ベルでの民主的意志形成に基づき、システム（とりわけ政治システム）

を批判しコントロールしようとする理念ないし実践であり、 CMC

ネットワークによって構築される仮想空間ないしインターネット空

間は、生活世界で形成された意志を政治システムでの意志決定プロ

セスに反映させるための回路として位置づけられる。

いうまでもなくこの二つのレベルの区別は、ハーバーマスの生活

槻界／システムという二層の社会図式と対応している。以下、この

区別の含意について明らかにするために、ハーバーマスの生活世

界／システム両概念の関係について確認しておこう (Habermas

1981-Il: 229-93 = 1987: 65-129)。

ハーバーマスが西欧近代の最も重要な理念のひとつと考える民主

主義の基盤は、明らかに生活世界、つまり言語的コミュニケーショ

ンによって形成・維持される社会空間に置かれている。ハーバーマ

スによれば、生活世界レベルにおける社会の近代化・民主化とは、

問題解決や社会統合が（宗教などの）伝統的規範や権威によってでは

なく、理性的なコミュニケーションに基づく合意によっておこなわ

れるようになっていくということである（先述の「討議」は、コミュニ

ケーションの中でも既存の規範の妥当性そのものをテーマとする点で、とくに

重要な位置を占める）。このような変化のプロセスをハーバーマスは

「生活世界の合理化」と呼ぶ。

しかしながら、生活世界の合理化が進展するに従い、「不合意の

リスク」つまりコミュニケーションが合意に至らず、問題解決や社

会統合がなされない危険性も必然的に上昇してくる。そこで言語に

代わる媒体（貨幣および権力）によって社会を制御し、不合意のリス
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クを軽減する必要性も高まっていく。近代に成立したマクロな社会

制御メカニズムとしての経済システム（資本主義市場経済）と政治シ

ステム（中央集権的国民国家）の本質的な存在理由はこの点にある。

このように生活世界とシステムという二層の社会図式を想定する

場合、最も重要な問題となるのは、いうまでもなく両レベル間の関

係がどのように調整されるのかということである。とくに民主主義

の理念を社会全体において実現していくには、生活世界レベルでの

コミュニケーションによって形成された公的意志＝世論 (public

opinion) を政治システムに適切に伝達し、それによって政治システ

ムをコントロールすることが必要になる。初期市民社会においては

まさにそのための回路、すなわち生活世界で形成された意志を政治

システムに伝達するための空間として市民的公共圏が形成されてい

た。しかし 19世紀以後の近・現代社会においては逆に、システム

の制御媒体である貨幣や権力が、本来はコミュニケーションによっ

て調整されるべき生活世界の諸領域（たとえば学校や家族）にまで侵

入し影響を及ほすという逆転現象が増大している。これをハーバー

マスは「システムによる生活世界の植民地化」と呼び、近・現代社

会の病理現象の最大の原因とみている。

ミクロ／マクロ両レベルにおける電子民主主義の実現可能性、お

よび両レベルの関係について考察する場合、生活世界とシステムと

の以上のような関係をつねに念頭に置いておく必要がある。つまり、

ミクロレベル（生活世界）での理性的コミュニケーションによる合

意形成がCMCネットワークにおいてどのようにして実現されるの

か、またミクロレベルで形成された公的意志をマクロレベルに伝達

し、システムのコントロールを可能にするうえで、 CMCネットワ

ークがいかなる役割を果たすのかといった問題が、具体的に考察さ

れなければならない。

ミクロな電子民主主義の具体例は、第 1章で詳述した初期インタ
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ーネットの「ハッカー文化」や、その流れをひく先述のチャール

ズ・エスの電子民主主義モデル（メーリングリストの規範）に典型的に

みることができる。第 2章で考察したように、自己言及的な規範形

成がおこなわれやすいという仮想空間の特性は、一般にミクロな電

子民主主義の実現にとって有利な環境をもたらすといえよう。同じ

く第 2章で紹介した「草の根」 BBS、WITH-NETでの個人アクセス

情報の公開に関する議論は、その典型を示していると解釈できる。

しかしながらマクロな電子民主主義の具体像については、日本社

会の現状をみるかぎりでは、想像することさえ困難であるといわざ

るをえない。そこで以下では、欧米でのマクロな電子民主主義の実

践とみられる事例を手がかりとして考察を進めたい。

4 マクロな電子民主主義

ーー電子メデイアによる市民の政治参加—

「電子民主主義」の共通性と多様性

マクロな電子民主主義を実践レベルで具体化しようとした試みと

しては、 1980年代以降欧米で次々と出現した、 CMCネットワーク

による市民の政治・行政参加のプロジェクトが代表的なものであろ

う。ここではそれらのプロジェクトについてのケーススタディ集で

ある「サイバーデモクラ｀ 』（1/ -j (Tsagarousianou, Tambini and Bryan eds. 

1998) を参照しながら、マクロな電子民主主義の可能性と問題点に

ついて考察を加えたい。

先述のように、 1980年代における CMCネットワークの発達と普

及は、それまでは多分に思考実験のレベルにとどまっていた電子民

主主義を急速に具体化していく契機となった。まず 1980年代半ば

に電子・民主主義の実践の最前線に位置したのは、アメリカのいくつ

かの地方都市（グレンデール、パサデナ、サンタモニカなど）における試
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みであった。その代表例として最もしばしば言及されるのはカリフ

ォルニア1+1サンタモニカ市のPEN(Public Electronic Network) である。

PENでは、市内各所にCMCネットワークの公衆端末を設け、電子

メールによる市役所への質問を受け付け、あるいは市民同士の電子

会議の場を提供するなどの方法によって、市民の政治・行政への参

加を保障するシステムの構築がおこなわれた (Docterand Dutton 1998)。

同様の試みは 1990年代初頭以来、アムステルダム、ボローニャ、

マンチェスター、ベルリンなどのヨーロッパの諸都市でもおこなわ

れている。こうした試みを主導したのは、いずれの場合も中央政府

ではなく地方自治体あるいは市民団体であり、それらの主導者たち

がしばしば語ったのは、「情報・コミュニケーション技術の採用に

よって、衰えつつある政治生活への市民参加を回復させ、地方政治

に新しい活力を与えることができる」という議論であった (Tsagarousianou

1998: 168)。

しかしながらこれらのプロジェクト群の中には、以上のような共

通性を別とすれば、電子民主主義に対するきわめて多様なアプロー

チが存在する。たとえば採用されている民主主義のモデルという面

では、（先述のエスによる民主主義概念の区分を裏づけるように）国民投票

型である場合もあれば討議を重視するモデルである場合もあり、ま

た組織形態の面では、草の根的な組織が権限をもったプロジェクト

もあれば、自治体主導の情報公開・情報提供を中心としたプロジェ

クトも存在した。こうした多様性は直接には民主主義概念そのもの

の多様性を反映しているが、それは各地域の政治文化の多様性、さ

らには国家的ないし超国家的な政治の枠組の多様性の反映でもある

(Tsagarousianou 1998: 168-9)。

たとえばベルリンの「情報システム・プロジェクト」は、民主主

義のモデルとしては市民のネットワーク形成を重視しているが、組

織形態としては市が主導する情報提供・情報公開のシステムを中心
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としている。こうしたプロジェクトのありかたは、ナチズムの歴史

経験への根底的反省を経て形成された戦後ドイツの政治文化、とり

わけ「人民主義的戦略と非合理的な意志決定プロセスに対する不

信」、すなわち国民投票型民主主義モデルヘの強い不信を反映して

いると考えられる (Tsagarousianou1998: 174)。

電子民主主義の実践がもつこのような多様性は、先述のマントヴ

ァーニの技術決定論批判、つまり、電子民主主義を現実に左右する

のはテクノロジーに様々な意味を与える社会的文脈であるという主

張を明確に裏づけるものといえよう。

顕在化した二つの問題—ァクセス権と表現の自由

『サイバーデモクラシー』の紺者の一人ツァガルシアヌは、欧米

での電子民主主義の実践の中で顕在化してきた諸問題の中でもとり

わけ重要なものとして、アクセス権の平等性の確保、および表現の

自山とネットワーク管理との関係という二つの問題をあげている。

アクセス権の平等性の問題は、端的にいえば「情報技術へのアク

セスの手段と条件の有無が、情報そのものへのアクセス権を規定す

るようになる」という問題である。つまり、経済的・社会的な不平

等が、電子民主主義プロジェクトに参加するのに必要なアクセス手

段・技術の所有に関する不平等〔つまり情報強者と情報弱者の格差〕を

もたらすということであり、これはいうまでもなく民主主義の理念

の根幹にかかわる問題として議論の対象になった。この問題の解決

策は、情報基盤の公的供給〔たとえば端末の無償配布〕や情報サービス

への公的助成といった方向性をとらざるをえないが、その場合、そ

のためのコストを誰が負担するのかという財源の問題が生じる。さ

らに、ジェンダー・年齢・エスニシティなどの諸要因からくる情報

テクノロジーそのものへの個人的好悪といった側面までをも含め

た、広い意味での情報格差の解消を公的に保障することがそもそも
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可能なのかという問題も指摘される (Tsagarousianou1998: 170-1)。

表現の自由とネットワーク管理との関係という問題は、「民主政

治と分かちがたく結びついている表現の自由への権利と、公的ネッ

トワークヘのアクセスの濫用を抑制しなければならないという必要

性とのあいだの、微妙なバランス」のうえに立っている。この問題

は、（たとえばドイツのネオ・ナチのような）過激な政治集団が自らの目

的のために公的ネットワークを利用するような場合、とりわけ複雑

な様相を帯びる。この問題への解決策としては、たとえば先述のサ

ンタモニカ市のPENでは、当初はまった＜管理されず自由な発言

を許容していた会議室に、管理者を設置するという方法をとった

(Tsagarousianou 1998: 171-2)。

これら二つの問題は、いずれも電子民主主義にとって本質的な

（またそれゆえに解決の困難な）問題であるとともに、マクロな電子民

主主義がまさに「マクロ」であるがゆえに顕在化してきた問題とも

みることができよう。

アクセス権の問題はミクロな電子民主主義においても潜在的には

存在していたが、多くの場合その参加者はすでに CMCネットワー

クヘのアクセス手段と技術を所有しており、また空間的範囲がロー

カルな仮想空間の内部にとどまっていたために、顕在化することが

少なかったと考えられる。しかしながらマクロな電子民主主義にお

いては、 CMCネットワークヘのアクセス手段・技術の有無にかか

わらず、ある地域の住民全員が利害関係者となり、また問題が発生

する場所が生活世界からシステムヘと移動したために、アクセス権

の問題が顕在化したといえる。アクセス権の平等を確保するための

公的助成やその財源の問題が、生活世界レベルではなく政治／経済

システムのレベルの問題であることはいうまでもない。

表現の自由とネットワーク管理の矛盾という問題も、やはりミク

ロからマクロヘと電子民主主義が実践される空間が拡大することに
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よって顕在化したと考えられる。ミクロな仮想空間では比較的成員

が限定され、また自律的な規範形成がおこなわれやすいため、ネッ

トワークの濫用という問題は生じにくかった。しかし空間の規模が

拡大すれば匿名的参加者の増大とともに逸脱行動が増加し、自律的

な規範形成はおこなわれにくくなり、仮想空間を全体として管理す

る必要性が高くなる。つまり、（第 2章で述べた）ネットワーク性と

匿名性との矛盾、およびそれを調停するための自己言及的な規範形

成の必要性という仮想空間の構造的特徴が、この表現の自由をめぐ

る問題にも反映しているのである。

また、このミクロからマクロヘの拡大は単なる量的拡大ではなく、

いうまでもなく生活世界からシステムヘという質的推移をも含んで

いる。それゆえ表現の自由とネットワーク管理（ないし規制）との矛

盾という問題は、最もマクロな局面では、憲法上の権利としての言

論・表現の自由をめぐる問題として展開されることになる（まさに

その具体例となったのが、次章で述べるアメリカの通信品位法をめぐる議論で

ある）。

電子民主主義の実践への評価

ツァガルシアヌは欧米におけるマクロな電子民主主義のケースス

タディをおおむね上述のように総括したうえで、全体としては次の

ように必ずしも肯定的とはいえない評価をくだしている。

大半の電子民主主義プロジェクトは、スローガンとして「双方向

性」を強調していたのとは裏腹に、実際には行政主導のトップ・ダ

ウン方式であり、「コミュニケーションと討論のモデルよりは、情

報のばらまきによる説得というモデル」に依存していた。「情報の

ばらまき」モデルとは、政治・行政システムが問題を設定し、メッ

セージの内容を決定し、そして結論の方向性に強い影響を及ぽすと

いうモデルである。こうした従来からの政治的意志決定のモデルの
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うえに、多くの電子民主主義プロジェクトも構築されていたことに

なる。電子民主主義プロジェクトの成否は、それまで政治システム

とマス・メディアとによって支配されていた〔擬似的〕公共圏に代

えて、オルタナティブな公共圏を創出することができるかどうかに

かかっている。しかしながら、ほとんどの電子民主主義プロジェク

トはそれに成功しなかった、とツァガルシアヌは述べている

(Tsagarousianou 1998: 175-6)。

こうした失敗の責任は、理念ないし実践としての電子民主主義プ

ロジェクト自体の内部よりも、むしろそれらのプロジェクトに先述

のような多様性をもたらした、それをとりまく政治文化ないしはマ

クロな政治システムの枠組にこそ求められるべきであろう。

電子民主主義〔プロジェクト〕それ自体が、コミュニティを民

主化することはできない。公共空間の創造、見解や要求の明確

化、そして市民の自己形成のためには、公共的な討論へと向か

う、より多くのエネルギーとコミットメントと草の根的な取り

組みが必要なのである。 (Tsagarousianou1998: 176) 

そうした意味でマクロな電子民主主義の成否は、生活世界の側か

らシステムをコントロールしうるような世論形成の場としての公共

圏が、 CMCネットワークという新しい基盤のうえに成立しうるか

どうかという点に、結局はかかっているのである。

5 公共圏というテーマへ

情報ネットワーク社会における民主主義の新たな可能性をめぐる

問題は、決してCMCネットワーク技術と「民主化」との一方向的

な因果連関の問題ではなく、とりわけ生活世界とシステムとの境界
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（インターフェース）において、 CMCネットワークを基盤とした公共

圏が形成されうるかどうかという問題に帰着する。本章での考察は

そのことを明らかにしたといえよう。

マクロレベルにおいては欧米の電子民主主義のケーススタデイの

紹介の中で述べたとおり、とりわけ注目されるのは、アクセス権と

表現の自由という二つの問題が、それらの実践の中で浮上してきた

という点である。局知のようにこの二つの問題（とりわけ後者）は

CMCネットワークが今Hのように発達する以前から、民主主義と

ジャーナリズムないしマス・メデイアとの関係という文脈において

議論されてはいた。しかしながら電子民主主義という文脈において

はこの二つの問題は、まったく新しい相貌と重要性をもってくる。

なぜなら情報ネットワーク社会においては、原理的にすべての市民

がつねに、アクセス権や表現の自由をめぐる問題の当事者、ないし

それらの権利の主張者となりうるからである。そしてこれらの問題

を解決するための合意形成は、理念的にはそれらの当事者全員が参

加しうる公共圏を基盤としてなされなければならない。さもなけれ

ばこれらの問題の定義や解決策は、結果的に政治システムによる制

御に委ねられてしまうからである。

民主主義にとって公共圏が本質的に重要な基盤であるということ

は、ミクロレベルにおいても基本的には同様である。なぜならミク

ロレベル（生活世界）においても、理性的コミュニケーションによ

る合意形成への志向は、一方ではシステムからの「植民地化」の圧

力との、他方では生活肌界内部における伝統的権威・規範を維持し

ようとする圧力との対抗関係の中につねにさらされているからであ

る。その意味で、ミクロレベルにおいても合意形成の基盤としての

「ミクロ公共圏」が想定されなければならないだろう（これについて

は、経験的事例も含めて次章で述べる）。

理性的コミュニケーションないし討議と、その甚盤としての公共
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第4章 情報ネットワーク社会における討議と民主主義

圏との関係という問題点についてとりわけ示唆を与えるのは、ハー

バーマス自身による討議倫理学に対する次のような留保である。す

なわち、討議そのものはつねに「特定の社会的コンテクスト」に制

約されており、討議のための理想的条件をつくりだすためには「制

度的な予備的措置」が必要である (Habermas1983 = 1991: 147)。いい

かえれば、討議は社会的現実に対して直接には無力であり、討議自

身が実現するための条件さえつくりだせないのである。

この条件をつくりだし再生産しうるような具体的な社会空間をさ

す概念として、ハーバーマス自身がつねに想定してきたのが公共圏

である。すなわち、討議が可能となる土壌を自己準拠的・自己言及

的に再生産しうるような社会空間として、公共濁は位置づけられて

いるといえよう。

次章では本書全体の最も中心的な課題として、情報ネットワーク

社会における新たな公共圏の形成の可能性を、理論・経験の両面か

ら探っていきたい。
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